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金融審議会金融分科会第二部会信託に関するＷＧ説明資料

「エンタテイメント・コンテンツと信託業」

２００５年１１月２９日１６：００～１８：００

土井宏文

第二部会２６・信託ＷＧ１３－２
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会社概要

会社名　 　　ジャパン・デジタル・コンテンツ信託株式会社
所在地 　　東京都港区虎ノ門４丁目３番10号虎ノ門きよしビル　
TEL 　　03-3434-5651
FAX 　　03-3434-5709
代表取締役　 土井宏文
資本金 15億2,169万円
設立等 平成10年　３月設立

平成12年１２月マザーズ上場（4815）
平成14年　１月著作権等管理事業者登録
平成16年　９月日本経済団体連合会入会
平成17年　５月信託免許取得
平成17年　６月信託営業開始（社名変更）

　　　　　　　　 平成17年　６月信託協会入会
取引銀行 東京三菱銀行、三井住友銀行、みずほ銀行、

りそな銀行、商工中金
主要株主 トヨタ自動車株式会社、日本ビクター株式会社、

株式会社ＮＴＴデータ、土井宏文

業務内容　　　信託業務を通じ、コンテンツ制作者等に以下のソリューションを提供
　　　　　　　　　■制作資金調達
　　　　　　　　　■流通コーディネート
　　　　　　　　　■著作権の管理

Everybody makes somebody happy!
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1. デジタルコンテンツ投資関連業務

2. ビジネスコーディネーション業務

3. 著作権等管理業務

JDC信託業務内容

JDCJDC

知的財産権の知的財産権の
アレンジメントアレンジメント

知的財産権の会計・
法務面の整備で連携

著作権等管理

金融機関・投資家

銀行・機関投資家

ファンド

制作者・開発者・権利者
　コンテンツ制作・　

　技術開発会社

原作者・クリエイター

TV局・劇場・出版
ポータルサイト

メディア・流通等

開発・制作
資金調達

権利販売
ソフト販売

投資アレンジメント 販売･マーケティング支援
（ビジネスコーディネーション）

大学・研究機関

国の施策・業界動向
等の情報交換

個人投資家

著作権等権利ホルダー

ソフト卸売・小売

ライセンシー

官庁・各種団体

弁護士事務所

監査法人

信託業務（免許事業）信託業務（免許事業）

信託財産管理信託受益権販売 信託財産運用
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「知的財産推進計画2005」（2005.6.15）

「第４章コンテンツをいかした文化創造国家への取組」より
　コンテンツビジネス部分の見出し抜粋

１．業界の近代化・合理化を支援する
２．コンテンツの制作・投資等を促進する
３．人材育成を強化し、顕彰を充実する
４．コンテンツ流通大国に向けた改革を進める
５．海外展開を拡大する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

人材・アイデア 制 作

Ｏ Ｋ

還 元

保護・育成

拡充

制作資金

不足

世界へ

新たなモデル

・
・
・
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アジア／太平洋 全体 世界GDP実質成長率

（PWC、IMF資料より作成）

コンテンツ産業の成長率予測 世界のコンテンツ市場（２００４年）

日本のコンテンツ市場（２００４年）

全体市場規模：13.3兆円

(（財）デジタルコンテンツ協会)

全体市場規模：136兆円

出版・新聞
56,757億円

映像
47,312億円

音楽
18,560億円

ゲーム
10,733億円

アメリカ　58.1兆円(42.6%)

欧州　46.1兆円(33.9%)

アジア
南太平洋　25.9兆円(19.0%)

その他
6.2兆円(4.5%)

コンテンツビジネス市場規模①
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コンテンツビジネス市場規模②

日本のコンテンツ産業のGDP比率は、世界平均や 米国に比べ
ても低く、海外売上比率は米国の5分の1以下。

コンテンツ市場規模 うち海外売上規模 海外売上比率

日　　本 1,091億ドル※1 31億ドル※2 3%

米　　国 5,068億ドル 855億ドル※3 17%

（「Copyright Industry in The U.S. Economy」2002報告書、経済産業省資料）
※1：日本のコンテンツ規模は国内規模1,060億ドル（2000年）と海外売上規模31億ドル（2001年）の合算
※2：2001年データ
※3：外国販売および輸出分

日本と米国のコンテンツ市場の海外売上比率（2000年）

コンテンツ市場規模 GDP GDP比率

日　　本 1,091億ドル※1 4.9兆ドル 2%

米　　国 5,068億ドル 9.8兆ドル 5%

世　　界 1兆ドル 30.9兆ドル 3%

（「Copyright Industry in The U.S. Economy」2002報告書、経済産業省資料、
内閣府「海外経済データ」（平成15年7月）、浜野保樹「表現のビジネス」）

※1：日本のコンテンツ規模は国内規模1,060億ドル（2000年）と海外売上規模31億ドル（2001年）の合算

日本と米国、世界のコンテンツ市場のGDP比率（2000年）
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コンテンツ業界内の資金供給環境

制作会社
（ほとんどが中小企業・担保無し）

業界内の大手メディア
（映画・放送・出版・販売会社・ＩＴ企業等）

法人投資家
（商社・メーカー等　
業界外の一般企業）

個人投資家

コンテンツ業界

金融機関

マ
ー
ケ
ッ
ト

販売

　　収入　　
（投資回収）

著作権制作費
（投資）

銀行等から融
資を受けること
は事実上無理

優秀な人材・高い
技術力・豊富なアイ

ディア

ベンチャーキャピタル

IPOできる企業は

一握りであり、株式
投資も受けにくい

事業に関わらない純粋な
投資家は回収が難しく、積
極的ではない

ほとんどのプロジェクト
は資金調達ができない
ため、お蔵入り 投資に関心はあるが制

度・仕組みが未整備
制作プロジェクト

資金調達できる
プロジェクト・企
業はごく一部

■業界内の資金のみで業界外からの資金供給はほとんど無い⇒慢性的な資金不足

権利が残らず、成功報酬はあっても僅か
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　日本のコンテンツビジネスの強みと弱み

＊海外のコンテンツビジネス市場規模
　米　国：51.7兆円(海外展開比率１７％）
　欧　州：41　兆円(中東含む）
　アジア：24.7兆円(太平洋含む）
　中　国： 2.1兆円
　韓　国： 1.5兆円　 （デジタルコンテンツ協会資料より）

・規模的な比較……現状13.3兆円の市場規模　⇒消費基盤の存在　　　　
　　　　　　　　　（但し、海外展開比率3％＊）
・今後の成長力……1.制作能力の高さ　　　　 ⇒潜在的国際競争力
　　　　　　　　　2.メディアの分散　　　 　⇒収益機会の拡大

　
・ビジネス構造……未確定(日本型スタイル？）⇒国際競争力を弱める

・投資家の不足……1.制度未整備　　　　　　 ⇒成長力を弱める
　　　　　　　　　2.リスク補完機能の不足　 ⇒販売的にもマイナス

マイナス要因

プラス要因

ビジネス構造に合わ
せた資金調達手法
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資金供給手法の多様化が必要　しかし、現実は？

制作会社の規模＜制作費　⇒　企業リスク（コーポレートリスク）→事業リスク（プロジェクトリスク）

融資融資

ノンリコース
ローン

ノンリコース
ローン 流動化流動化 証券化証券化

エンジェル
投資

エンジェル
投資

公開株式市場公開株式市場

間接金融 直接金融

リ
ス
ク

事業リスク

市場拡大期待

間接金融の直接金融化期待

担保等によるリスク低減

新興市場

企業リスク

資産等によるミドルリスク

多様化期待
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資金供給の際の視点　（赤字はＪＤＣ信託実施）

高

低

強弱

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー
コ
ス
ト

投資家保護の強さ

商品ファ
ンド法

資産流
動化法

有限責
任組合

　匿名
　組合

　任意
　組合

ストラクチャーコストが高く
利用しづらいスキーム

知的財産権
信託

金銭債
権信託

投信

組合関連法

他信託関連

（2004/12、一部みなし有価証券化により保護強化）

製作委員会方式

映画ファンド

信託業法改正
２００４．１２．３０

シネマ信託

特許権証券化

東京マルチメディアファンド

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー
コ
ス
ト
高
→
投
資
家
に
不
利
益

投資家保護の観点から慎重
さが求められるスキーム

ＳＰＣ
方式

アニメファンド
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製作委員会

個人投資家
（ﾃﾞｲ･ﾄﾚｰﾀﾞｰ）

個人投資家
（映画ﾌｧﾝ）

「シネマ信託TM～天使～」

１．８億円

③投資

信託型ファンド
（合同運用指定金銭信託）

個人投資家
（富裕層）

⑥投資
（信託受益権の購入代金）

⑤信託受益権の譲渡

JDC信託

（著作権信託）

セップ

信託受益権

④信託受益権の交付

作品
「天使」

①作品の製作

②作品の完成

③著作権信託

信託型ファンドで集められた金銭は、「天使」著作権の信託受益権等により運用信託型ファンドで集められた金銭は、「天使」著作権の信託受益権等により運用

マーケット

⑦事業展開 ⑧収益

企業A

企業B

⑧収益 ⑨配当

ジェット証券

信託方式による資金調達（１．８億円）

製作資金 ： ０．５億円（28％）

P＆A費 ： １．３億円（72％）

※P&A費は総事業収益から優先回収

信託利用例（「シネマ信託TM～天使～」）
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信託利用例（「シネマ信託TM～シネカノン・ファンド第１号～」）

製作委員会製作委員会

シネカノンシネカノン

著作権

著作権

著作権

ジャパン・デジタル・コンテンツ信託ジャパン・デジタル・コンテンツ信託

　　　シネマ信託TM

～シネカノン・ファンド
　　第１号（仮称） ～

　　　シネマ信託シネマ信託TMTM

～～シネカノン・ファンドシネカノン・ファンド
　　第１号　　第１号（仮称）（仮称） ～～

著作権信託

証券会社証券会社証券会社 投資家投資家投資家

VG

信託
受益権

著作権
著作権

著作権

信託
受益権

信託
受益権

信託
受益権

信託
受益権

信託
受益権

①著作権信託 ②信託受益権交付

③信託受益権譲渡

④信託受益権
購入代金

⑥事業展開 ⑦収益

⑤P&A費※

⑦収益

金銭信託設定

⑧配当

商品化
配信
VOD

海外番販 その他

マーケット

◆オリジナル
◆原作物
◆シリーズ物
◆買付（アジア）
◆買付（その他）

４５億

25億

20億

※P&A費はマーケットからシネカノンが受取る
　 全ての収益から優先的に回収される劇場
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著作権
制作会社

著作権
制作会社 SPＶ

SPＶ

信託会社
信託会社

制作費用

完成著作権引渡

完成著作権信託

一般投資家
一般投資家

信託受益権販売

信託受益権代金

特定投資家
特定投資家

投資

　　　投資収益

マーケット
マーケット

著作権供給

対価

原権利者に対する報酬

配当

１．制作段階からの資金供給方法

信託受益権

２．その他の課題

・二段階方式⇒ＳＰＶに対する商品ファンド法の規制緩和必要

・完成保証制度の導入

・著作権及び信託登録制度の整備⇒効率化が望まれる。
（知的財産権信託と云うよりも著作権法の問題だが、ライセンシーの登録制度等の整備も必要）

・著作権に関しては、プロジェクト（事業）の信託は適している（各段階毎の登録不要）

信託受益権譲渡代金
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＜リスク／リターン評価＞

開
発
リ
ス
ク

開
発
リ
ス
ク

（格付付与）（格付付与）

リスク/リターン

設定

リスク/リターン

設定

最適金融
手法選択

最適金融
手法選択

商
品
リ
ス
ク

商
品
リ
ス
ク

販
売
リ
ス
ク

販
売
リ
ス
ク

制
作
会
社

制
作
会
社

リ
タ
ー
ン
評
価

リ
タ
ー
ン
評
価

総
合
評
価

総
合
評
価

最適ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ
の構築

最適ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ
の構築

リスク評価 マーケット分析

データ

ＪＤＣ信託の評価システム

シネマプロフェッサ等スコアリング方式

©2005 WILCO Co. Ltd.

©2005 「タナカヒロシのすべて」

製作委員会

©YOH Shomei/ASU ONE ENTERTAINMENT・

PONY CANYON
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ディスクロージャーガイドライン全体概要ディスクロージャーガイドライン全体概要

電子メール（テキスト、HTML)

活用ビークル

①　募集時 ③　結果②　経過（期中）

（ⅰ）要項

（ⅱ）事業の概要

（ⅲ）スキームの
　関連情報

（ⅵ）会計処理と
　 諸経費

（ⅴ）償還時の
　 諸手続き

（ⅸ）関連法令

（ⅳ）出資または
　　　投資の諸手
　　　続き

（ⅶ）税制または課税方法

（ⅷ）投資リスク
　　　に関する説
　　　明

（ⅱ）パフォーマン
　　　ス情報

（ⅰ）関係者情報

（ⅲ）その他特記事項

（ⅰ）事業活動の
　　　総括

（ⅱ）出資金・分配
　　　金の支払

1.商品概要

2.取扱申込概要
3.日程概要

1.資金調達の目的

2.運用対象資産

1.スキームの概要

2.スキームの法的特徴
3.スキーム関係者の役割
4.関連者情報

1.申込方法と手続き

2.投資者の権利と義務
3.資産および資金の管理・保管

1.満期時の取り扱い

2.途中償還時の取り扱い

1.会計期間

2.決算
3.損益分配方法と方針
4.運営管理費用および出資金使途

1.スキームに起因するリスク

2.関係者に起因するリスク
3.投資対象資産に起因するリスク
4.運用方針に起因するリスク

1.事業者情報

2.その他関係者情報
3.その他

1.経過報告
2.残存期間における 回収予想等

（ⅹ）補足情報

1.総括

2.営業活動
3.売上
4.売上原価、営業費用
5.その他収支
6.添付資料

1.出資金・分配金の支払

2.税制または課税方法

Web、ビデオ、DVD、CDなど（動画、画像、音声）

紙媒体
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紙媒体
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ファンド
投資

（TMF)

案件規模

SPC等による

投資

大

小

公募
証券化

JDC設立期～ 2003年～2004年 　　2005年

資産流動化法等
様々なＳＰＶ活用 信託受益権化

信託業務開始

2006年～（将来）

コンテンツ製作資金調達
マーケット組成へ向けて

ＪＤＣＴの展開

製作委員会方式

ファンド投資

ＳＰＣ＋信託

主流

コンテンツ・ファイナンスの流れ

・信託受益権の有価証券化
・流通市場の整備
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http://www.jdc.jp/


